
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

既 存 計 画 と の 関 係 「集中改革プラン」及び「財政健全化計画」（平成１８年度策定　平成１８年度～平成２１年度）

公 表 の 方 法 等 広報及びホームページ　　議会へは議員説明会等で説明予定

基 本 方 針 財政の健全化について
　①人件費の抑制　　　　　　②市単独事業の見直し
　③民間活力の導入　　　　　④普通建設事業の見直し
　⑤補助金の見直し　　　　　⑥公共事業コスト縮減策の検討と実施
　⑦特別会計への繰出金の適正化

区　　分 内　　　容

計 画 名 公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

計 画 期 間 平成１９年度～平成２３年度

4,025

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　■　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

〔合併期日：平成１８年１月１日〕（藤岡市＋旧鬼石町＝藤岡市）
　地方分権時代の個性的で自立した自治体経営の確立に向け、自己決定・自己責任を基本に、
多様な分野における地方分権を積極的に推進するとともに、行政組織・機構の見直しや職員の
意識改革と資質向上、行政評価の導入など、新市としての行政改革を計画的に進めていくとと
もに、情報公開を推進します。さらに、合併後の中・長期的な財政状況を展望し、全ての分野
にわたる経費の節減合理化や自主財源の確保・拡充に努めるとともに、財政分析・評価手法を
駆使し財源の重点配分に努め、限られた財源で最大の効果を上げる計画的、効果的な財政運営
を推進します。

経常収支比率　　(％) 95.1（H18） うち普通会計債現在高(百万円) 19,890

実質収支比率　　(％) 6.7(H18） うち公営企業債現在高(百万円) 15,654

財政力指数 0.671(H18） 13,450

実質公債費比率　(％) 15.3(H19） 35,544

別添１

藤岡市 国調人口(H17.10. 1現在) 69,288

構成団体名
職員数(H19. 4. 1現在) 433



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 21,467 39,753 0 61,220

小　　　計　　　　 (A) 21,467 39,753 0 61,220

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

臨時地方道整備事業債 21,467 39,753 61,220

(単位：千円)

事業債名
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 8,535 88,206 52,853 149,594

小　　　計　　　　 (A) 8,535 88,206 52,853 149,594

一
般
会
計

出
資
債
等

地域改善対策特定事業 2,831 2,669 5,500

127,418

一般単独一般事業 6,226 6,226

普
通
会
計
債

公営住宅建設事業 7,430 3,020 10,450

義務教育施設整備事業 8,535 71,719 47,164

(単位：千円)

事業債名
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 8,057 70,876 13,231 92,164

小　　　計　　　　 (A) 8,057 70,876 13,231 92,164

一
般
会
計

出
資
債
等

一般単独一般事業 688 688

0

36,546

義務教育施設整備事業 39,942 39,942

普
通
会
計
債

一般公共事業 14,988 14,988

公営住宅建設事業 8,057 15,258 13,231

(単位：千円)

事業債名
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高） 合　　計

公営企業金融公庫資金 繰上償還希望額 21 40 0 61

旧簡易生命保険資金 繰上償還希望額 9 88 53 150

旧 資 金 運 用 部 資 金
繰上償還希望額 8 71 13 92

1 7 1 9

(単位：百万円)

区　　　分 年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上 合　　計



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 人件費の抑制

課 題 ② 市単独事業の見直し

課 題 ③ 民間活力の導入

課 題 ④ 補助金の見直し

課 題 ⑤ 公共事業コスト削減策の検討と実施

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

内　　　　容

財政力指数　企業の好業績や景気回復基調を受けて市税が伸び、類似団
体平均と同じになっている。
経常収支比率　市税の伸びはあるが、歳出の補助費や扶助費の伸びによ
り類似団体を上回っている。補助費は、一部事務組合負担金、扶助費
は、児童手当の拡充等が影響している。
ラスパイレス指数　これまで給与の適正化に努めてきたため、類似団体
の中で、低水準となっている。今後もより一層の適正化を図る。
人口１人当たり地方債現在高　類似団体平均を下回っているが、今後も
事業を厳選し、地方債の発行を抑制する。
実質公債費比率　藤岡市そのものの公債費だけを考えると問題は少ない
が、一部事務組合の公債費は影響が大きくなっている。今後、組合の公
債費の抑制に努めたい。

財 政 運 営 課 題
平成１７年４月１日の職員数６０６人から平成２２年４月１日５５６人以下を目標
管理職手当を平成１９年度より平均３０％カットを実施
職員給料を平成２０年度から一律３％カット実施予定
平成２０年度より査定型人事評価の導入を予定

行政の役割や時代の変化により意義の薄れたものを見直し
制度発足当時の時代の要請を、社会の変化に照らして検証します

これまで直営で行ってきた事業のうち民間によって自立的に行うことが
適切になった事業の民営化を推進します
また、指定管理者制度の活用を検討します

平成１８年度に０ベースで見直し
特に、市単独の補助金は、補助事業の内容、団体の経理状況等を把握
し、補助金額の縮減や終期を設け、整理合理化を推進

公共工事の設計から発注まであらゆる角度から検討を行い、従来のコス
トに比べ経費削減になるよう実施



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

地方税 7,992 7,879 7,684 8,016 8,432  9,190 8616 9,054 8,942 8,985 9,008

地方譲与税 1,255 1,341 1,564 1,614 1,945 1,414 1250 1,386 1,386 1,385 1,385

地方特例交付金 278 250 248 244 211 59 91 86 86 36 36

地方交付税 5,407 5,130 4,564 4,654 4,289 3,799 3740 3,494 3,449 3,963 3,963

小計（一般財源計） 14,932 14,600 14,060 14,528 14,877 14,462 13697 14,020 13,863 14,369 14,392

分担金・負担金 433 381 381 422 416 435 416 416 416 416 416

使用料・手数料 400 398 425 414 368 350 368 371 375 375

国庫支出金 1,739 1,794 2,106 1,757 1,936 1,885 1772 2,306 2,193 2,084 2,084

うち普通建設事業に係るもの 273 300 436 167 396 351 365 847 684 522 522

都道府県支出金 1,443 1,344 1,281 1,695 1,095 　1,464 1365 1,251 1,253 1,230 1,230

うち普通建設事業に係るもの 462 307 320 777 157 276 212 98 107 76 76

財産収入 71 95 38 58 115 　49 39 39 39 39 39

寄附金 4 1 3 1 1 2 0 0 0 0 0

繰入金 1,198 557 1,147 1,074 730 　291 601 659 1,172 699 859

繰越金 380 314 618 425 164 　445 31 31 31 31 31

諸収入 1,210 1,164 922 904 889 1,180 1218 928 851 910 910

うち特別会計からの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方債 2,490 2,580 2,088 1,501 1,658 1,314 1479 2,858 1,825 1,041 1,041

特別区財政調整交付金

24,300 23,228 23,069 22,779 22,249 21,877 20968 22,876 22,014 21,194 21,377

人件費　　　　　　　ａ 4,370 4,310 4,112 4,197 4,062 3,894 3938 4,008 4,219 3,918 4,114

うち職員給 2,950 2,850 2,780 2,710 2,652 2,549 2621 2,572 2,523 2,388 2,339

物件費　　　　　　　ｂ 3,344 3,270 3,246 3,172 2,766 2,775 2794 2,807 2,803 2,814 2,814

維持補修費　　　　　ｃ 249 221 280 176 151 　162 140 140 140 140 140

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 7,963 7,801 7,638 7,545 6,979 6,831 6872 6,955 7,162 6,872 7,068

扶助費 3,125 3,279 3,488 3,580 3,712 3,784 3814 3,890 3,968 4,047 4,088

補助費等 2,749 2,425 2,424 2,847 2,560 2,673 2693 2,700 2,735 2,770 2,770

うち公営企業(法適)に対するもの 520 579 591 508 661 701 661 702 764 821 821

普通建設事業費 4,637 3,209 2,852 2,633 2,528 2,201 2140 4,075 2,887 2,420 2,430

うち補助事業費 853 918 1,130 986 748 852 1019 2,082 1,425 1,206 1,200

うち単独事業費 3,784 2,291 1,722 1,647 1,780 1,349 1121 1,993 1,462 1,214 1,230

災害復旧事業費 132 5 0 20 0 265 0 0 0 0 0

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 2,708 3,052 3,058 2,550 2,482 2,471 2408 2,421 2,362 2,115 2,051

うち元金償還分 2,094 2,501 2,564 2,025 2,088 2,103 2040 2,078 2,018 1,767 1,661

積立金 75 71 70 70 2 279 277 7 6 7 7

貸付金 556 531 506 756 470 433 526 526 526 526 526

うち特別会計への貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰出金 1,683 1,860 2,112 2,349 2,511 2,287 2135 2,199 2,265 2,334 2,334

うち公営企業(法非適)に対するもの 565 617 564 577 455 600 597 603 606 622 624

その他 88 80 84 64 59 59 103 103 103 103 103

23,716 22,313 22,232 22,414 21,303 21,288 20968 22,876 22,014 21,194 21,377

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 584 915 837 365 946 － － － － －

実質収支 477 583 733 280 901 － － － － －

標準財政規模 14,245 13,164 12,967 13,196 13,450 13,582 13,123 13,075 13,613 13,635

財政力指数 0.599 0.611 0.625 0.635 0.671 0.710 0.743 0.749 0.741 0.740

実質赤字比率　　　(％) － － － － － － － － － －

経常収支比率　　　(％) 90.7 87.3 96.8 96.0 95.1 96.9 98.8 96.5 95.3 96.7 96.2

実質公債費比率    (％) － － － 16.3 15.3 12.5 13.9 12.8 12.2 12.0 12.0

地方債現在高 21,349 21,429 20,941 20,321 19,890 19,102 19329 20,109 19,916 19,190 18,570

積立金現在高 5,607 5,489 4,758 4,333 4,025 4,798 4013 3,354 2,182 1,883 1,427

財政調整基金 3,093 3,263 3,114 3,028 2,629 2,935 2347 1,889 1,097 928 606

減債基金 791 782 187 78 78 78 78 78 78 78

その他特定目的基金 1,723 1,444 1,457 1,227 1,318 1,785 1588 1,387 1,007 877 743

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

 課題①H11.4.1～H16.4.1　△45人（△6.8％）　616人－661人＝△45人(45人/661人）
　 　　H14.4.1～H18.4.1　△49人（△7.5％）　604人－653人＝△49人（45人/653人）
　　　 H18.4.1～H23.4.1　△50人（△8.3％）　554人－604人＝△50人（50人/604人）

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

課題①平成１８年度から国公行（一）を導入し、枠外昇給を廃止するなど、国同様の給与構造改革を実施した。地域手当について
は、国の対象地域とはなっていないため支給していない。

◇　技能労務職員の給与のあり方
課題①現状：現在、技能労務職員の業務について民間活力導入を協議している。民間活力導入計画に合わせて技能労務職員の処遇、
給与の見直し等について検討していきたい。（H2019.4.1現在　自動車運転手2人、清掃職員1113人、学校給食調理員16人、学校用務
員1011人、病院老健介護員13人、その他1人　計5356人）

◇　退職時特昇等退職手当のあり方
課題①定年退職の場合、退職予定特昇及び退職時特昇なし。
　　　勧奨退職の場合、退職予定特昇（10/1）4号は平成18年度限り廃止。退職時特昇4号は平成19年度限り廃止。

◇　福利厚生事業のあり方
課題①　公費負担を含んだ中で行う事業なので、適切な執行を行う。

課題②　課題③　集中改革プラン効果額（H18～21）
委託料(事務事業）の見直し：電算事務委託料の見直しなどで54百万円　　委託料（施設）の見直し：庁舎清掃業務委託料、樹木芝生
管理委託料の見直しなどで60百万円

課題③　集中改革プラン効果額（H18～21）　ららん藤岡指定管理委託料の見直し：26百万円
民間活力導入方針
指定管理者制度の導入や民営化の可能性について検討し、市民の満足度が向上する場合には、積極的にこれらの民間活力を導入した
行政運営を推進する。

○　物件費の削減

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

市税の収納率84.62%（H17）を県平均89.0%に向上させる。
未利用地や不用物品を積極的に処分し、財源確保を図る。効果額（H18～21）：49百万円

現在市道２路線の用地を先行取得しているが、今後2年間で一般会計で買い取り予定（40,212,128円）
その他公社独自の預金を418,062千円を保有。今後も健全財政運営を図る。

◇　給与及び定員管理の状況の公表
毎年4月1日現在の給与及び定員管理の状況を11月1日に広報及びホームページにて公開。
また、集中改革プランによる「定員適正化計画」を18年11月に策定公開。

◇　財政情報の開示
毎年4月1日・6月1日・11月1日に広報及びホームページにより財政状況を公開。
また、集中改革プランによる「財政健全化計画」を18年11月に策定公開。
その他、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の基づく4指標について、19年度決算より公開できるよう準備中。

平成19年度決算を試行期間として考え、平成20年度決算より公表できるよう準備を進めている。

H20に行政評価制度を導入し、緊急性・優先性・効率性等の観点から、事務事業や施策の評価を行う。○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

７　その他

課題④　補助金の見直し　212件の補助金を見直し、42,886千円を廃止削減した。（H19実績）
課題⑤　公共事業のコスト削減については、現在検討中。

次ページ　Ⅴ　２年度別目標の中で、
４　行政管理経費（Ｈ19実績）Ｈ20以降は、18年度策定の計画ベースの額となっているので実績額が反映していないので、効果額が
Ｈ19年より小さくなっているが、項目的には同じである。
　　・普通建設事業の見直し（一般財源ベース216,427千円）
　　・ららん藤岡の管理委託料の削減（2,000千円）
　　・庁舎等清掃委託料（6,808千円）
　　・法令等加除式図書の総点検による加除廃止による削減（1,400千円）
　　・行政事務（各区への）委託料の見直し（1,806千円）
　　・退職者・永年勤続者への記念品の廃止（285千円）
　　・電算事務委託料の見直し（939千円）
　　・霊柩車運行委託料の廃止（4,709千円）
　　・環境衛生事務一部事務組合の統合（4,671千円）
　　・鮎川水系水質検査委託料の見直し（609千円）
　　・資源化センター周辺環境調査委託料の廃止（1,436千円）
　　・在宅当番医運営委託費の見直し（202千円）
　　・食生活改善推進事業の見直し（95千円）
　　・老人福祉センター全国連絡協議会からの脱退による負担金の減（7千円）
　　・高齢者の生きがい健康づくり推進事業の見直し（726千円）
　　・近年難病患者見舞金の見直し（1,920千円）
　　・栗須の里指定管理料の見直し（335千円）
　　・在宅重度障害児手当ての廃止（1,584千円）
　　・不妊治療費補助金の新設（プラス3,000千円）
　　・みかぼ保育園給食配送委託の廃止（409千円）
　　・竹沼清掃・ボート管理委託料の見直し（1,894千円）
　　・ふじの里推進事業の見直し（722千円）
　　・全国農業新聞の公費医負担から個人負担化（230千円）
　　・日野谷・高山地区の整備の見直し（400千円）
　　・公園施設管理委託料の見直し（4,730千円）
　　・運動施設管理事業の見直し（2,357千円）
　　・多野藤岡教育連絡協議会の見直し（1,226千円）
　　・適応指導員の充実（プラス3,154千円）
　　・校長会委託料の見直し（129千円）
　　・学校備品及び教材備品の見直し（4,584千円）
　　・学校教育振興消耗品の見直し（800千円）
　　・そろばん教室の充実（プラス22千円）
　　・こどもパソコン教室の廃止（101千円）
　　・地区公民館管理委託料の見直し（177千円）
　　・アドベンチャースクール事業の廃止（900千円）
　　・公民館学級運営講座の見直し（634千円）
　　・情報通信技術講習の廃止（1,100千円）
　　・古墳管理・城址公園管理の見直し（787千円）
　　・スポーツ教室の見直し（85千円）
　　・図書館運営事業の見直し（143千円）
　　・各種団体運営事業補助金のゼロベースからの検討（42,886千円）
４　財政構造の健全化の主な項目と削減額(歳入確保を含む）（Ｈ19実績）Ｈ20以降は、18年度策定の計画ベースの額となっているの
で実績額が反映していないので、効果額がＨ19年より小さくなっているが、項目的には同じである。
　　・広告料収入の確保（1,695千円）
　　・未利用地・不用物品の処分（11,003千円）
　　・国保会計の健全化（406,834千円）
　　・特定生活排水会計の浄化槽管理の見直し（242千円）
　　・腰分別収集事業の推進（1,800千円）
　　・金属廃材の分別資源化（3,000千円）
　　・市営駐車場の使用料の見直し（1,673千円）
４　公共施設の合理化の主な項目と削減額（Ｈ19実績）Ｈ20以降は、18年度策定の計画ベースの額となっているので実績額が反映し
ていないので、効果額がＨ19年より小さくなっているが、項目的には同じである。
　　・市民サービスセンターの見直し（1,858千円）
　　・老人福祉センターの見直し（7,921千円）
　　・ゆったり館の見直し（6,498千円）
北ノ原幼稚園 見直し（1 311千円）



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

481 471 462 444 433 426 428 422 403 403 403

-18 -10 -9 -18 -11 -66 -7 -5 -6 -19 0 0 -30 

職員数のうち一般行政職員数 414 410 405 391 384 382 383 380 371 371 371

増減数 -17 -4 -5 -14 -7 -47 -2 -1 -3 -9 0 0 -13

職員数のうち教育職員数 8 8 7 6 6 5 5 2 2 2

増減数 0 0 -1 -1 0 -2 -1 0 -3 0 0 -4

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数

増減数

職員数のうち技能労務職員数 59 53 50 47 43 39 40 37 30 30 30

増減数 -1 -6 -3 -3 -4 -17 -3 -3 -7 0 0 -13

－ － － 16.3 15.3 12.5 13.9 12.8 12.2 12.0 12.0

-1.0 -1.0 -2.8 -1.4 -1.1 -0.6 -0.2 0.0 -3.3 

21,349 21,429 20,941 20,321 19,890 19,102 19329 20,109 19,916 19,190 18,570

-390 80 -488 -620 -431 -1,849 -788 -561 780 -193 -726 -620 -1,320 

4,011 3,897 3,786 3,728 3,628 3,474 3475 3,394 3,329 3,193 3,179

114 111 58 100 383 154 153 234 299 435 449 1,570

2,231 2,192 1,998 1,965 1,847 1,349 1543 1,552 1,461 1,461 1,461

153 39 194 33 118 537 498 304 295 386 386 386 1,757

5 121 0 64 190 467 426 339 340 340 340 1,785

14 21 31 33 99 12 18 14 14 14 14 74

0 0

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 1,209 5,186

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 9
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

計画合計

1

職員数

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額

（単位：人、百万円）

4

4

改善額

増減数

改善額

増減

地方債現在高

計画前５年度
実　績

項　　目

課　題 取 組 及 び 目 標

H17.4.1の職員数606人を基準とし、H22.4.1までの5か年に50人削減。嘱託職員等の見直し。時間外勤務手当の削減。退職時特昇（勧奨退職時）
制度の廃止。特殊勤務手当の見直し。管理職手当のカットなど。H18～21の4年間で760百万円の効果額

市単独事業や普通建設事業の見直しにより地方債発行を抑制。

法非適の下水道事業において、公債費負担が増大している。下水道使用料の見直しを図ることにより縮減を図る。
国保事業会計においても、ルール外の繰り出し金が増大したため、国保料の改訂を19年度に行い改善した。
使用料等の見直し：25百万円。未利用地・不用物品の処分：49百万円。普通建設事業費の見直し：576百万円。特別会計の健全化：966百万円。
補助金の見直し：124百万円。その他事務事業の見直し：711百万円

計画前５年間改善額　合計

実質公債費比率

増減

課　題

4

改 善 額　　合　計

改善額

実　　　　　績 目　　　　　標

行政管理経費

改善額

財政構造の健全化（歳入確保を含む。）

改善額

公共施設の合理化等


